
第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成23年５月１日からこの四半期報告書提出日までの、新株予約権の行使(旧商法に

基づき発行された新株引受権の行使を含む。)による株式の発行数は含まれておりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 972,305,309 

計 972,305,309 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 483,585,862 483,585,862 

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部 

完全議決権株式であり権利内
容に制限のない標準となる株
式であります。 
単元株式数は100株でありま
す。 

計 483,585,862 483,585,862 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

①会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。  

 
※ １  本新株予約権の行使により交付する株式の数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を※２記載の新株

     予約権の行使時の払込金額で除した数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金に

     よる調整は行わない。  

  ※ ２  ①各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価

      額は、その額面金額と同額とする。 

         ②新株予約権の行使時の払込金額（以下転換価額という。）は、2,107円とする。ただし、当社が当社普通株

      式の時価を下回る払込金額で当社普通株式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合に 

      は、下記の算式により調整される。なお、下記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株

      式(当社が保有するものを除く。)の総数をいう。 

 
    また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式 

     の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されるものを含む。) の発行が行われる場合その他一

     定の事由が生じた場合にも適宜調整される。 

※ ３  ①当社の選択による繰上償還の場合は、償還日の東京における３営業日前の日まで、②本新株予約権付社債 

     権者の選択による繰上償還がなされる場合は、償還通知書が支払・新株予約権行使請求受付代理人に預託さ 

     れた時まで、③本社債の買入消却がなされる場合は、本社債が消却される時まで、また④本社債の期限の利 

     益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場合も、2023年５月12日より後に本新株 

     予約権を行使することはできない。  

     上記にかかわらず、当社による本新株予約権付社債の取得の場合、本新株予約権付社債の要項の定めに従 

     い、取得通知の翌日から取得日までの間又は取得日の14日前の日から取得日までの間は本新株予約権を行使 

     することはできない。 

     また、当社の本新株予約権付社債の要項に定める組織再編等を行うために必要であると当社が合理的に判断 

     した場合には、組織再編等の効力発生日の翌日から14日以内に終了する30日以内の当社が指定する期間中、 

     本新株予約権を行使することはできない。  

2023年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債（平成20年５月29日発行）

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成23年３月31日)

新株予約権の数 35,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 16,611,295株 ※１

新株予約権の行使時の払込金額 2,107円 ※２

新株予約権の行使期間 
平成20年６月12日から 

   平成35年５月12日まで ※３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額 

発行価格  2,107円 
   資本組入額 1,054円 ※４

新株予約権の行使の条件 

平成23年５月29日までは、新株予約権付社債権者は、あ
る四半期の最後の取引日に終了する30連続取引日のうち
いずれかの20取引日において、当社普通株式の終値が、
当該最後の取引日において適用のある転換価額の125％を
超えた場合に限って、翌四半期の初日から末日までの期
間において、新株予約権を行使することができる。ま
た、新株予約権の一部行使はできないものとする。  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付された
ものであり、本社債からの分離譲渡はできない。  

代用払込みに関する事項 該当事項なし ※５

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※６

新株予約権付社債の残高 35,141百万円

 
既発行株式数 ＋

発行又は処分株式数×１株当たりの払込金額

         調整後転換価額＝ 調整前転換価額×
時価

既発行株式数＋発行又は処分株式数
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※ ４  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定め 

     るところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生  

     じる場合はその端数を切り上げた額とする。  

 ※ ５  各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額 

     は、その額面金額と同額とする。  

 ※ ６  ①組織再編等が生じた場合には、当社は、承継会社等（以下に定義する。）をして、本新株予約権付社債の 

      要項に従って、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新 

      たな新株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとする。但し、かかる承継及び交付については、 

      （ⅰ）その時点で適用のある法律上実行可能であり、（ⅱ）そのための仕組みが既に構築されているか又 

      は構築可能であり、かつ、（ⅲ）当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体から見て不合理な（当  

      社がこれを判断する。）費用（租税を含む。）を負担せずに、それを実行することが可能であることを前 

      提条件とする。かかる場合、当社は、また、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上 

      場会社であるよう最善の努力をするものとする。本①に記載の当社の努力義務は、当社が受託会社に対し 

      て承継会社等が、当該組織再編等の効力発生日において、理由の如何を問わず、日本の上場会社であるこ 

      とを当社は予想していない旨の証明書を交付する場合には、適用されない。 

      「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び／又は本新株予約権

      に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。  

     ②上記①の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。  

      （イ）新株予約権の数  

          当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する新株予約権付社債に係る新株予約権の数と同 

         一の数とする。  

      （ロ）新株予約権の目的である株式の種類  

         承継会社等の普通株式とする。  

      （ハ）新株予約権の目的である株式の数  

         承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の 

         条件等を勘案のうえ、新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記(ⅰ)又は(ⅱ)に従  

         う。  

         なお、転換価額は※２②と同様の調整に服する。  

         (ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に新株予約権を 

           行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継  

           会社等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行 

           使したときに受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普 

           通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社 

           等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領でき 

           るようにする。  

         (ⅱ)上記以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に新株予約権を行使し 

           た場合に新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力発 

           生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定め  

           る。  

      （ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額  

         承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の 

         価額は、承継された本社債の額面金額と同額とする。  

      （ホ）新株予約権を行使することができる期間  

         当該組織再編等の効力発生日(場合によりその14日後以内の日)から、新株予約権の行使期間の満了 

         日までとする。  

      （ヘ）その他の新株予約権の行使の条件  

         承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。  

       (ト）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

                  承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計 

                  算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算

                  の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。  

         増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。  

      （チ）組織再編等が生じた場合  

         承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。  

      （リ）その他  

         承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな 

         い。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。      
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    ③当社は、上記①の定めに従い本社債及び信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継さ

      せる場合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付社債の要 

      項に従う。 

 ② 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

 
※ ７  本新株予約権の行使により交付する株式の数は、行使請求に係る本社債の額面金額の総額を※８記載の新株 

     予約権の行使時の払込金額で除した数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金に

よ 

     る調整は行わない。  

 ※ ８  ①各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価 

      額は、その額面金額と同額とする。  

     ②新株予約権の行使時の払込金額（以下転換価額という。）は、2,050円とする。ただし、当社が当社普通株

      式の時価を下回る払込金額で当社普通株式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合に 

      は、下記の算式により調整される。なお、下記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株 

      式(当社が保有するものを除く。)の総数をいう。 

 
    また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式 

     の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されるものを含む。)の発行が行われる場合その他一 

     定の事由が生じた場合にも適宜調整される。  

2028年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債（平成20年５月29日発行）

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成23年３月31日)

新株予約権の数 35,000個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 17,073,170株 ※７

新株予約権の行使時の払込金額 2,050円 ※８

新株予約権の行使期間 
平成20年６月12日から 

    平成40年５月12日まで ※９

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額 

発行価格  2,050円 
    資本組入額 1,025円 ※１０

新株予約権の行使の条件 

平成26年５月29日までは、新株予約権付社債権者は、
ある四半期の最後の取引日に終了する30連続取引日の
うちいずれかの20取引日において、当社普通株式の終
値が、当該最後の取引日において適用のある転換価額
の125％を超えた場合に限って、翌四半期の初日から
末日までの期間において、新株予約権を行使すること
ができる。また、新株予約権の一部行使はできないも
のとする。  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付され
たものであり、本社債からの分離譲渡はできない。  

代用払込みに関する事項 該当事項なし ※１１

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※１２

新株予約権付社債の残高 35,000百万円

 
既発行株式数 ＋

発行又は処分株式数×１株当たりの払込金額

     調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価

既発行株式数＋発行又は処分株式数
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※ ９  ①当社の選択による繰上償還の場合は、償還日の東京における３営業日前の日まで、②本新株予約権付社債 

     権者の選択による繰上償還がなされる場合は、償還通知書が支払・新株予約権行使請求受付代理人に預託さ 

     れた時まで、③本社債の買入消却がなされる場合は、本社債が消却される時まで、また④本社債の期限の利 

     益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場合も、2028年５月12日より後に本新株 

     予約権を行使することはできない。  

     上記にかかわらず、当社による本新株予約権付社債の取得の場合、本新株予約権付社債の要項の定めに従  

     い、取得通知の翌日から取得日までの間又は取得日の14日前の日から取得日までの間は本新株予約権を行使 

     することはできない。  

     また、当社の本新株予約権付社債の要項に定める組織再編等を行うために必要であると当社が合理的に判  

     断した場合には、組織再編等の効力発生日の翌日から14日以内に終了する30日以内の当社が指定する期間  

     中、本新株予約権を行使することはできない。  

 ※１０ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定る 

     ところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じ  

     る場合はその端数を切り上げた額とする。  

 ※１１ 各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額 

     は、その額面金額と同額とする。  

 ※１２ ①組織再編等が生じた場合には、当社は、承継会社等（以下に定義する。）をして、本新株予約権付社債の 

      要項に従って、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる新 

      たな新株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとする。但し、かかる承継及び交付については、 

      （ⅰ）その時点で適用のある法律上実行可能であり、（ⅱ）そのための仕組みが既に構築されているか又

      は構築可能であり、かつ、（ⅲ）当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体から見て不合理な（当社 

      がこれを判断する。）費用（租税を含む。）を負担せずに、それを実行することが可能であることを前提 

      条件とする。かかる場合、当社は、また、承継会社等が当該組織再編等の効力発生日において日本の上場 

      会社であるよう最善の努力をするものとする。本①に記載の当社の努力義務は、当社が受託会社に対して 

      承継会社等が、当該組織再編等の効力発生日において、理由の如何を問わず、日本の上場会社であること 

      を当社は予想していない旨の証明書を交付する場合には、適用されない。  

      「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び／又は本新株予約権 

      に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。  

     ②上記①の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとする。  

      （イ）新株予約権の数  

         当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する新株予約権付社債に係る新株予約権の数と同 

         一の数とする。  

      （ロ）新株予約権の目的である株式の種類  

         承継会社等の普通株式とする。  

      （ハ）新株予約権の目的である株式の数  

         承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の 

         条件等を勘案のうえ、新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記(ⅰ)又は(ⅱ)に従  

         う。なお、転換価額は※８②と同様の調整に服する。  

         (ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に新株予約権  

           を行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継 

           会社等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行 

           使したときに受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編等に際して承継会社等の普 

           通株式以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社 

           等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領でき 

           るようにする。      

          (ⅱ)上記以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に新株予約権を行使し 

           た場合に新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力発 

           生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定め  

           る。  

       （ニ）新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額  

         承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の 

         価額は、承継された本社債の額面金額と同額とする。  

       (ホ）新株予約権を行使することができる期間  

         当該組織再編等の効力発生日(場合によりその14日後以内の日)から、新株予約権の行使期間の満了 

         日までとする。  

      （ヘ）その他の新株予約権の行使の条件  

         承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。       
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     （ト）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

                  承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計 

                  算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算

                  の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。  

         増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。  

      （チ）組織再編等が生じた場合  

         承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、新株予約権付社債と同様の取り扱いを行う。  

      （リ）その他  

         承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わな 

         い。承継会社等の新株予約権は承継された本社債と分離して譲渡できない。  

     ③当社は、上記①の定めに従い本社債及び信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承継さ 

      せる場合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付社債の要 

      項に従う。 

 ③ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりであります。 

  株主総会の特別決議（平成18年3月30日） 

 
 ※１３ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

       調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率  

      但し、※１４の規定に従い行使価額が調整されたときは、次の算式により目的となる株式の数を調整す 

      る。 

            なお、調整前行使価額は、※１４に定める行使価額調整式(以下「行使価額調整式」という。)による 

      調整前行使価額を意味し、調整後行使価額は同調整式による調整後行使価額を意味する。  

        調整後株式数＝調整前株式数×調整前行使価額／調整後行使価額  

      なお、各対象者に付与された新株予約権の目的となる株式の数の調整は、当該調整を行う時点で対象者が 

      新株予約権を行使していない目的となる株式の数においてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生 

      じた場合には、これを切り捨てるものとする。  

  ※１４ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を

      除く。)、自己株式の処分をする場合、または時価を下回る価額をもって当社の株式を取得することができ

      る新株予約権もしくはかかる新株予約権が付された証券を発行する場合は、次の算式により行使価額を調 

      整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
     上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を 

      控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新株発行株式数」を「処分する株式数」に、「１株当 

      たりの行使価額」を「１株当たりの処分金額」に、「分割・新株発行前の株価」を「処分前の株価」に、

      それぞれ読み替えるものとし、※１３において必要に応じて同様の読み替えを行うものとする。行使価額

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成23年３月31日)

新株予約権の数 6,190個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 619,000株 ※１３

新株予約権の行使時の払込金額 1,688円 ※１４

新株予約権の行使期間 
平成20年３月30日から 
平成28年３月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,688円 
資本組入額 844円

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認
を要する 

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

   
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの行使価額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数
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     調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額の差額が１円未満にとどまるときは、行使価額 

      の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額調整式の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を 

      算出する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引 

      いた額を適用する。 

 ④ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりであります。 

  株主総会の特別決議(平成17年３月30日) 

 
 ※１５ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。  

        調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率  

       但し、※１６の規定に従い行使価額が調整されたときは、次の算式により目的となる株式の数を調整す 

      る。   

      なお、調整前行使価額は、※１６に定める行使価額調整式(以下「行使価額調整式」という。)による調整 

      前行使価額を意味し、調整後行使価額は同調整式による調整後行使価額を意味する。  

        調整後株式数＝調整前株式数×調整前行使価額／調整後行使価額  

      なお、各対象者に付与された新株予約権の目的となる株式の数の調整は、当該調整を行う時点で対象者が 

      新株予約権を行使していない目的となる株式の数においてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生 

      じた場合には、これを切り捨てるものとする。  

  ※１６ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を

      除く。)、自己株式の処分をする場合、または時価を下回る価額をもって当社の株式を取得することができ

      る新株予約権もしくはかかる新株予約権が付された証券を発行する場合は、次の算式により行使価額を調 

      整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
     上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を 

      控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新株発行株式数」を「処分する株式数」に、「１株当 

      たりの行使価額」を「１株当たりの処分金額」に、「分割・新株発行前の株価」を「処分前の株価」に、 

      それぞれ読み替えるものとし、※１５において必要に応じて同様の読み替えを行うものとする。行使価額 

      調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額の差額が１円未満にとどまるときは、行使価額 

      の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額調整式の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を 

      算出する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引い 

      た額を適用する。 

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成23年３月31日)

新株予約権の数 5,805個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 580,500株 ※１５

新株予約権の行使時の払込金額 1,374円 ※１６

新株予約権の行使期間 
平成19年３月30日から 
平成27年３月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,374円 
資本組入額 687円

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認
を要する 

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

   
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの行使価額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数
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 ⑤ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりであります。 

  株主総会の特別決議(平成16年３月30日) 

 
 ※１７ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ 

      し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に 

      ついて行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。  

        調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率  

  ※１８ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合は含まな 

      い。)するときは、次の計算式により1株当たりの払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は 

      切り上げる。 

 
 ⑥ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりであります。 

  株主総会の特別決議(平成15年３月28日) 

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成23年３月31日)

新株予約権の数 4,665個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 466,500株 ※１７

新株予約権の行使時の払込金額 1,205円 ※１８

新株予約権の行使期間 
平成18年３月30日から 
平成26年３月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,205円 
資本組入額 603円

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 
特別な理由により解任の場合は権利消滅 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

   
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込価額 ＝調整前払込価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成23年３月31日)

新株予約権の数 88個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 88,000株 ※１９

新株予約権の行使時の払込金額 830円 ※２０

新株予約権の行使期間 
平成17年３月28日から 
平成25年３月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 830円 
資本組入額 830円

新株予約権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 
特別な理由により解任の場合は権利消滅 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─
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 ※１９ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ 

      し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に 

            ついて行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。  

       調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率  

  ※２０ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合は含まな 

      い。)するときは、次の計算式により1株当たりの払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は 

      切り上げる。 

 
 ⑦ 旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションの新株引受権の内容は次のとおりであります。 

  株主総会の特別決議(平成14年３月28日) 

 
 (注) 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換、新株引受証券による権利行使の場合は含 

     まない。)するときは、次の計算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ 

     る。 

 
  

   
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込価額 ＝調整前払込価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数

 
第１四半期会計期間末現在 

(平成23年３月31日)

新株引受権の数 －

新株引受権の目的となる株式の種類 
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株引受権の目的となる株式の数 228,900株

新株引受権の行使時の払込金額 1,090円

新株引受権の行使期間 
平成17年１月１日から 
平成24年３月27日まで

新株引受権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格 1,090円 
資本組入額1,090円

新株引受権の行使の条件 
退任後の権利行使可能
権利の相続は可能 
特別な理由により解任の場合は権利消滅 

新株引受権の譲渡に関する事項 譲渡、質入の禁止

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株引受権の交付に関する事項 ─

  
既発行株式数＋

新株発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後発行価額 ＝調整前発行価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年12月31日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成22年12月31日現在 

 
(注) １ 「単元未満株式」の欄には、当社保有の自己株式56株及び相互保有株式(今泉酒類販売株式会社)２株が含ま

れております。 

２ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,800株（議決権の数28個）含ま

れております。 

３ 「完全議決権株式（自己株式等）」「完全議決権株式（その他）」「単元未満株式」は、全て普通株式であ

ります。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年１月１日～ 
 平成23年３月31日 

－ 483,585 － 182,531 － 130,292 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
   18,220,000 

―
株主としての権利内容に制限のない
標準となる株式 

(相互保有株式)
         9,400 

― 同上

完全議決権株式(その他) 464,565,700 4,645,657 同上

単元未満株式     790,762 ― ―

発行済株式総数 483,585,862 ― ―

総株主の議決権 ― 4,645,657 ―
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② 【自己株式等】 

平成22年12月31日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第一部の市場相場です。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
アサヒビール株式会社 

東京都墨田区吾妻橋
一丁目23番１号 18,220,000 - 18,220,000 3.77 

(相互保有株式) 
今泉酒類販売株式会社 

福岡県粕屋郡粕屋町
大字仲原1771番地の１ 9,400 - 9,400 0.00 

計 ― 18,229,400 - 18,229,400 3.77 

２ 【株価の推移】

月別
平成23年 
 １月

 
 ２月

 
 ３月

最高(円) 1,593 1,609 1,598 

最低(円) 1,516 1,518 1,298 

３ 【役員の状況】
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